
は し が き

海岸工学は，第二次大戦の最中にその骨格が形成され戦後に誕生した土木工

学の比較的新しい分野で，この40年余の間に驚異的な進歩を遂げて現在充実し

た壮年期を迎えようとしている。海岸工学の発展の背景には，度重なる台風な

どによる災害の防止 と国土保全，昭和30年 代より社会問題 となってきた海岸侵

食や水質汚染の沿岸環境問題の解明，それ とほぼ同時期から活発となった沿岸

部の開発 ・利用など，さまざまな問題提起がなされてきたこ とが あ る。そし

て，これらの社会的要請に応えるため，海岸 ・港湾 ・水産関係での工学的技術

の進歩とこれを支える数多くの研究がなされ，いまなお，膨大な智識が蓄積さ

れている。

このような海岸工学の成果を整理 して大学の学部課程の教科書，いいかえれ

ば海岸工学の入門書を書 くことは，著者にとって非常に難しいことであるとい

える。何故なら，海岸工学で取 り扱 う事柄は非常に幅広 く変化に富んだもので

あるからである。例えば，波は海岸工学にとって最も重要な現象であり，また

数学的にも，物理的にもたいへん研究が進んでいる問題である。一方，海岸地

形の変化に深 く関係する，波 ・海岸構造物 ・漂砂間の相互作用 といった問題の

理論的な解明は未だ不十分であ り，現地観測と室内実験 より得られる知見や現

場での施工技術経験がたいへん重要視されている。

実際問題を取 り扱 う場合の手法がどのようなものであれ，われわれ土木技術

話がとるべき基本的な姿勢として， “百聞は一見にしかず”とい わ れ る よう

に，実際の海岸でどのようなことがどのようにして起こっているかを，自分自

身の目で確かめ理解することが必要である。

以上のことを念頭に置いて自分の講義 ノー トを整理 し，またこれまで出版さ

れた海岸工学の代表的な教科書 ・専門書を改めて読み直して，学生諸君が関心

を示 した問題，理解 しずらかった問題などを勘案して本書の内容を決めること

にした。このため，（1）取 り扱う現象の記述は，実際の海岸や室内実験での観
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察とデータによって平易にしかも物理的に行 う。（2）数式と計算式は実際に使

われるものを重点にあげ，これらの式が得 られるまでの考え方を重視して説明

することを方針 として本書を書くことにした。

理工学分野の急速な進歩を反映して，第3の 波 といわれる，コンピュータに

よる数値計算や シミュレーション，あるいは環境評価とか土木計画 といった，

これからの海岸工学にとって非常に有力でかつ重要な手法や考え方は，われわ

れにとって不可欠であるが，本書の目的が入門書であることから割愛すること

にした。各章ごとの引用文献を参考にして，読者が勉強されるこ とを 期 待す

る。表現の不適切や，記述にも誤 りがある恐れがあ り，これらについては，読

者諸氏のご寛容とご叱正をお願する次第である。

終 りに，原稿の段階で貴重なご意見，ご指摘をいただいた，中央大学助教授

水口 優 博士，運輸省港湾技術研究所 後藤智明 博士に心 よ り感謝する。ま

た，数多 くの研究論文や出版物を参照 し，これから貴重な図版を転載させてい

ただいた。心よく転載を許可下された方々に深 く感謝申し上げる次第である。

1987年7月

服 部 昌太郎
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SIと 重力単位系

土木技術の分野でも，在来の重力単位系か ら国際単位系 （Systeme Interna-

tional d'Unites： 以下略称SIで 呼ぶ）への移行が全面的に行われることになっ

た。 しかし，本書では重力単位系によっているため，以下両単位系の関係 につ

いて若干の説明をしてお く。

単位系は，基本量およびそれに対する基本単位の選び方で決まる。SIと 重力

単位系の大 きな違いは，前者は基本量 として質量をとり，単位 として 〔kg〕を，

後者は基本量 として単位質量に働 く重力の大 きさ 〔kgf〕を用いていることであ

る1）。これ らの単位系の関係について考えてみると

単位質量に働 く重力の大 きさ

（工学単位系の基本量）

ここで 〔N〕：ニュー トンというSI固 有の名称 をもつ単位

すなわち，SIで9.8〔N〕 で表 される力を，重力単位系では基本単位 〔kgf〕

を用いて1〔kgf〕 と表している。したがって，この関係からそれぞれの単位系

相互の換算がで きる。また，SIに はニュー トンのほかに圧力あるいは応力度な

どに用いるパスカル 〔Pa〕など固有の名称をもつ単位がある。すなわち，力 と

圧力 （応力度）の関連単位の換算表はつぎのようである。

また，×106に はM（ メ ガ），×109に はG（ ギガ） を用い，例 えば

ということになる。設計規準では応力度の単位 としてN/mm2を 用いているも

のが多いが， これはMPaと 同じである。

（1） 力 （2） 圧 力 ， 応力 度

1Pa=1N/m2=1.0197×10-4tf/m2

1） 重 力 単 位 系 で質 量 を表 す と， （力=質 量 ×加 速 度 ）の 関係 か ら 〔kgf・s2/m〕 とな るが，

便 宜 上 〔kg〕 を用 い て1〔kgf・s2/m〕=1〔kg〕 として扱 っ て い る。
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第1章

序 論

1.1日 本 の 海 岸

わが国は北海道 ，本州，四国，九州 の 四大島 とそれ を と りま く3000余 りの

島か らな り，総面積 は377400km2と 狭 いに もかかわ らず，海岸線の総延長は

34265kmに も及んでいる。国土の面積 の約70％ は 山地で， 産業，交通 の重

要な場 である低平地は沿岸域にあ り，総人 口の60％ 以上 の 人 々がそ こで生活

を営んでいる。

わが国の海岸線は長大 であるが，海 岸線1km当 りの面積は11.0km2， また

国民1人 当 りの海岸長は30cmに しかな らない。 したが って，臨海地域はわが

国の社会 ・経済 ・産業活動に， また海岸は国民の レク リエーシ ョンの場 として

貴重 な空間 とな っている。

台風の常襲地帯 と地震 の多発地 帯に位 置す るわが国は，冬期には強い季 節風

・高波 （静岡県）
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が吹 く。 この厳 しい 自然条件 とオホーツク海，太平洋， 日本海，東 シナ海の外

海に海岸が直面 してい るため，沿岸域には高波，高潮，津波が来襲 して種 々の

海岸災害が発生す る危険性が高い （図1.1） 。 加えて，人 口 ・産業 の集中が進む

・高潮 （伊勢湾）

・津波 （日本海）

図1.1海 岸 災害 の特性
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臨海大都市域で問題 とな っている地盤沈下は，海面 の相対的な上昇を もた らす

ため，都市防災の観点か ら新たな 自然 条件 として とらえる必要がある。

1.2海 岸 工 学 の 生 立 ち

土木工学 の新たな分野 として 海岸工学 （coastal engineering） が 公に認め ら

れたのは，1950年10月 に アメ リカCalifornia州Long Beach市 で 開催 され

た第1回 海 岸工学会議が契機 であるといえる。

それ まで， 海に関係す る 土木工学 の 分野は港湾工学 であった。 港湾工学 で

は，港湾の建設 にかかわ る問題 として，波の推定，防波堤に働 く波力，港湾内

への波 の進入防止，港 内埋没 や河 口閉塞を もた らす砂移動な どと， これ らを生

ず る波，潮汐，漂砂 および河 口密度流な どの現象解 明とい った，現在 の海岸工

学 でも主要な課題 である事柄が と り上げ られていた。第二次世 界大戦以前は こ

れ らの問題に対す る理解は十分でな く，技術者の長年 にわた る経験 の積重ねに

依存す る，いわゆ る経験工学的な色彩が強か った。

第二次世界大戦下 のアメ リカでは，波 の予測技術，浅海域での波 の変形 と海

底地形 の変化な どに関す る研究が，科学者 と技術者 との協力に よって活発 に行

われた。大戦後， これ らの成果が海岸 ・港湾構造物の計画お よび設計に活用 さ

れ るようにな り，先に述 べた第1回 海岸工学会議で集約発表 され ると，海 岸の

諸現象に関心を もつ研究 者 と技術者に大 きな影響を与える とともに，工学 とし

・新潟海岸
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ての積極的な取組みが開始された。なお，海岸工学会議は隔年ごとに開催され

る国際会議（International Conference on Coastal Engineering， 略してICCE）

に発展し，今 日に至っている。

わが国では，戦後の 国土復興に伴う港湾施設などの整備，1947年 から1950

年にかけて来襲した台風による海岸災害の復旧と，鳥取海岸や新潟海岸な どで

顕著となってきた海岸侵食の対策のため，海岸保全事業の推進に加えて海岸構

造物の設計基準の統一化を必要とする気運が高まってきた。1953年 の13号 台

風はわが国の海岸史上特筆すべき台風で，その被害は日本全土に及んだ。高潮

災害を受けた伊勢湾沿岸の海岸堤防の復旧は，わが国で初めて海岸工学的な手

法によって計画された。 このことは，アメリカでの海岸工学の研究に関心をも

ちはじめていたわが国の研究者と海岸技術者にとって，海岸工学の研究を より

推進するための引き金 となっただけではなく，1956年 に成立した “海岸法”の

制定の契機ともなった。

1954年 には，神戸市で土木学会関西支部主催による海岸工学研究発表会が開

催され，1956年 には土木学会に海岸工学委員会が設立された。以来，毎年開催

され る海岸工学講演会で数多 くの研究成果が発表され，その成果は海岸工学講

演会論文集 （講演集）（1954～1988） と海岸工学論文集 （1989以降）に集録され

ている。

1.3海 岸工 学 で取 り扱 う事柄

海岸は海と陸地 とが接する所で，波，流れ，風などの自然外力によって海岸

の形状は 絶えず変化している。 このような海岸に 災害防止や沿岸利用のため

に，海岸 ・港湾構造物を築造した り人為的に海岸地形を変化させた りすると，

どのようなことが起こるであろうか。これ らを予測し，好ましくない現象の発

生防止対策を検討するため，波や流れなどの外力の特性あるいは外的要因によ

る諸現象の発生機構を研究 ・解明する必要がある。また，計画 ・施工する構造

物の機能や安全性の検討に加えて，構造物の設置による周辺沿岸域の海岸地形

や自然環境に対する悪影響の防止や除去対策をたてることもなされる。

海岸工学で取 り扱 う問題を要約すると次のようになる。
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（1） 海岸での水理諸現象に関係する波や流れなど，外力要素の基本的な性

質 と実体を把握し，その挙動を解明する。

（2） 海浜地形の変化を予測するため，海岸での土砂移動 （漂砂）の機構を

研究 ・調査する。

（3） 海岸構造物の設計 ・施工に必要とする，構造物の水理的特性 と機能を

検討する。

（4） 海岸災害の発生機構を調べ，災害防止対策を検討する。

（5） 沿岸環境問題 として，諸物質の海域拡散などの現象を解明し，環境に

及ぼす物理的影響を調べる。

（6） 以上の問題に対する研究 ・調査を行 うため，室内実験や現地観測に用

いる計測機器 ・装置 と観測システムの開発を行 う。

わが国の海岸にとって重要課題である海岸防災と，近年非常に重視される自

然環境保全に加えて，国民が要望する海岸環境の整備 と利用に対応す るため

1999年 に海岸法が改正され，海岸工学の新たな時代が始まった。

実際の海の波や流れの現象は非常に複雑である。現象を複雑化する原因とし

て，波高が大きい波や海岸付近に発生する流れ （海浜流）が示す現象の非線形

性 と，一波一波 ごとに性質が違 う波の不規則性とがあげられる。この非線形性

の強い現象と不規則な波の特性を解明して，現象の複雑さを構造物の設計など

にとり入れることが，現在の海岸工学の重要な研究テーマとなっている。

1.4海 岸 と海底地形

1.4.1海 底 地 形

海岸から深海までの海底を総称して大

陸縁辺部と いう。 太平洋型 大陸 縁辺部

は，海岸から沖に 向かって 大陸棚 （陸

棚）， 大陸斜面，海溝， 大洋底と図1.2

のように続いている。大西洋型の地形に

は海溝はない。大陸棚は 水深0～200m 図1.2太 平洋型海底地形模式断面図
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の部分 で，比較的平坦 な緩勾配の浅海底で ある。大陸棚 の成因 として，地殻変

動 と堆積作用 あるいは氷河期の海水準 の低下に よる波 の侵食な どの説が ある。

大陸棚の沖側 には水深2000mま で達す る急勾 配の大陸斜面があ り， その先に

海溝があ る。

海面の高さ （海水準）は約6000年 前 に現在 と ほぼ同 じにな った といわれて

いるが，氷河 期には海面低下に よる海退，間氷河期 には海面上昇に よる海進が

生 じ， これ まで数回にわた って海面 の高 さが-130～60m変 化 して，沿岸域

か ら大陸棚 にかけ てさまざまな地形が形成 された。

海洋開発技術 の進歩に よって，水深100～200mの 大 陸棚 前縁 まで人間の力

が及び，なん らか の工事がなされ るよ うにな った。 しか し，海 洋空間利用 とし

ての海岸や港 湾な どの工事が行われてい るのは，現在 のところ 水深50mあ る

いは100mま での非常 に限 られ た海の場 でしかない。

1.4.2海 岸 の 地 形

海岸 （coast）は 海に接す る陸地 の部分であ り，沿岸 〔nearshore（zone） 〕は

陸沿いの浅い海の部分を指すが，その範 囲は明確ではない。海岸線 （coastline）

は ，一般 には陸地 と海 との境界 とみな され ているが，海岸工学 では波や潮汐 の

作用 が及 ぶ限界 （海岸 と浜 との境界線）を指 し，地形的には海崖 などがあ る。

〔1〕 岩石海岸 と砂浜海岸 海岸はそ の構成物質の性状か ら岩石海岸 と砂

浜海岸に大別 され る。

岩石海岸は波の作用 に よって侵食 され，侵食土砂はその付近 に堆積 した り，

岩石海岸 （福 島）
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密度流12

光易型の方向分布 関数98

光易のスペ ク トル95

〔も〕
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radiation応 力149，152

〔り〕

離岸堤201，210
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